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洋

本稿の目的は，分配と成長に対するネオ・ケインジアンとカレツキアンのアプローチを念頭におい

た，マクロ経済のモデル分析をおこなうことである。ポスト・ケインジアンの理論では，成長率の高

低は有効需要に応じて決まる。所得分配は，有効需要の源となるために，成長理論においてコアとな

る。本稿ではLavoie[1992］やFoleyand Michl [1999］に倣って「成長レジーム」という用語を，

所得分配と成長率の決定ノfターンを示すものとして用いる。これまでに，ポスト・ケインジアンのモ

デルからは 2つの成長レジームが提起されている。

1つは「利潤主導型成長レジーム（profit-ledgrowth regime）」である。この成長レジームでは，

高い利潤率と低い実質賃金率という所得分配のパターンが高成長をもたらす。この成長レジームを明

らかにしてきたのが，ネオ・ケインジアンである。ネオ・ケインジアンの分析枠組みは，長期的に稼

動状態を所与または完全としている。したがって，数量調整は効かず財市場での超過需要は価格の変

化によって調整される（例えばKaldor[1957], Robinson [1962], Marglin [1984］）。

もう 1つは「賃金主導型成長レジーム（wage-ledgrowth regime) Jである。この成長レジームで

は，ネオ・ケインジアンの説明とは対照的に，高い実質賃金率が需要を促すことによって，高い成長

率が達成される。この成長レジームを明らかにしてきたのがカレツキアンである。カレツキアンの分

析枠組みでは，不完全稼動状態が念頭に置かれ，財市場での超過需要は数量調整によって解消されて

いく（｛列えばKalecki[1971], Rowthorn [1981], Lavoie [1992］）。

本稿の理論分析は，これら 2つの成長レジームに関する理論分析の流れに沿うものであるが，とく

にDutt[1990］やPark[1997］に倣って2部門からなる経済を想定している。これまで成長レジーム

の導出に関する研究の多くは， 1部門モデルにおいて議論されてきた。しかしながら 1部門モデルで

は，利潤や賃金がどの需要を形成するのかということ，また需要がどのように波及していくのかとい

うことについて，限られた理解しかえられないという問題がある。所得分配変数（実質賃金率と利潤

率）は，どの需要変数（消費需要か投資需要）とつながりをもつのかということ，また消費需要と投

資需要との聞の需要の誘発関係を明らかにするためには， 2部門に区分した分析が求められる。

分配と成長の問題は日本の90年代不況の原因の一要因として考えられており，その際，需要形成ノf

ターンに着目することは重要である。例えば，橋本［2002］では不況の主たる原因として，労働分配

率の上昇に起因する利潤圧縮が挙げられている。そこでは，デフレ経済を背景に利潤圧縮が起こり，

企業収益が低迷することによって設備投資需要が抑制され，悪循環が引き起こされたという見解が提
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示されている。したがって，賃金分配率を引き上げることは不況対策として望ましくないということ

になる。これに対して池田［2004］では，利潤圧縮によって経済の停滞が生じる諸条件を提示した上

で，総需要の下支え効果として賃金所得への分配が稼働率へ与える影響をあわせて考える必要性が述

べられている。池田は90年代を 3つの期間に区分し，特に1995年から96年にかけて，労働分配率の上

昇が消費需要を中心にして総需要を下支えした可能性があることを指摘している。そこから，利潤分

配率の低下によって総需要の減退・低成長に陥ったという一方向への因果が， 90年代を通じて存在し

ていたという見解に疑念を投げかけている。分配と需要形成について両者の強調点を整理してみると，

橋本の見方では利潤所得が投資需要に与える効果が強調されているのに対して，池田の見方では賃金

所得が消費需要に与える効果が強調されている。

両者の主張の聞には，このように分配変数がどの需要変数に強く影響を与えるのかについて相違が

みられるが，いずれの議論も 1部門モデルを想定しているので，需要形成パターンについて十分に認

識することができない。そこで， 2部門モデルを構築し，所得分配がどの需要変数に対して影響を与

えるのかについて明らかにすることは，分配と成長の分析にとって意義のあるものと考えられる。本

稿ではモデ、ル分析によって，このような分配と成長の主張についての理論的視点、を与えるということ

を試みたい。

ところで，ポスト・ケインジアンニカレツキアン・アプローチでは，資本稼働率は需要水準に応じ

て内生的に決められてきた。そしてケインジアンの理論では，労働市場での雇用の決定は財市場での

有効需要量に応じて決まるものと考えられている（植村・磯谷・海老塚［1998］）。しかしながら，労

働の投入についてポスト・ケインジアン＝カレツキアン・アプローチでは，予め雇用された労働のみ

を投入することが仮定され，労働の投入係数の実効率は一定のものとして分析が進められている。し

たがって，成長過程におげる雇用量の決定を分析できないという問題を抱えている。雇用量の決定を

明示化することは，有効需要論の立場を貫くポスト・ケインジアンが明らかにすべき課題であろう。

以上の問題意識のもとで，本稿では，ネオ・ケインジアンの枠組みとカレツキアンの枠組みを投資

財と消費財を生産する 2部門からなるモデルを用いて再構成し，成長レジームを導出しその合意を提

示する。本稿では所得分配変数として，実質賃金率と利潤率を中心に考える1a2部門モデルを用いる

ことによって，消費需要と投資需要との聞にみられる需要形成パターンをより詳しく明示化すること

ができる。加えて本稿では，雇用率決定の問題についての分析の拡張を行う。カレツキアン・モデル

を有効需要量の変化に応じて，雇用率の決定が内生的に決まるモデ、ルに修正する。そうすることで，

労働市場での雇用決定は，財市場における有効需要によって決定されるとみるケインジアンの特徴を

捉えることができる。西［2005］では基礎研究として，ネオ・ケインジアンの源流に位置するRobinson

[1962］やKaldor[1957］と，カレツキアンの源流に位置するKalecki[1971］との比較検討を行った。

そこでは，有効需要を成長の原動力としてみるポスト・ケインジアンの理論において，カレツキの貢

1）ポスト・ケインジアンニカレツキアンのモデルに基づくと，実質賃金率はマークアップ価格決定との関連から説明さ
れる。カレツキアンの観点、から価格・賃金分配関係を分析した金尾［2001］，第11章によると， 1981-1999年を対象とし
た場合，賃金分配率の決定要因として，原材料・賃金比率に比べて，売上高・主要費用比率（粗マークアップ率）の影
響が大きい（約3倍強）ということを示している（サンプルは従業員30人以上の製造業全体および資本金100億円以上
の製造業大企業）。このようにマークアップにより賃金所得が規定される側面があることを示している
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献は大きいということを指摘した。本稿は，先の研究で示した見解をモデルを用いて定式化し，所得

分配と成長の動態を理論的に明らかにするものでもある。

本稿の構成は以下の通りである。 2節では分析の対象とする経済の再生産構造を図を用いて表し，

モデ、ル分析を行うための基本的なフレームワークを設定する。 3節では，ネオ・ケインジアンとカレ

ツキアンのそれぞれの想定を基本モデ、ルに加えていく。まず，それぞれのモデルが課題としてきたこ

とをまとめ，次に，成長レジームを導きだす。最後に，成長レジームにおいての需要形成ノfターンを

整理する。ネオ・ケインジアン・モデルからは利潤主導型成長が，カレツキアン・モデルからは賃金

主導型成長が導かれる。結果としてみると，この点は従来なされてきた 1部門モデルによる分析結果

と変わらない。しかしながら本稿では2部門に拡張することによって，成長レジームでみられる需

要形成ノfターンをより明示的に描き出している。加えて財市場と労働市場との関連についての考察を

行うことで，賃金主導型成長過程では，雇用の変化が需要に対して過剰に反応しない限り，労働需要

も高まることを明らかにする。

2 マクロ経済モデルの基本体系

2.1 経済の再生産構造と調整のあり方

本稿で用いる主要な諸変数の表記を次のように統一化しておく。 X1：第j部門の実質総産出量，

Xf：第j部門の実質「潜在J総産出量， Kむ：第j部門の資本投入量， L1：第j部門の雇用者数， lも：

第j部門の労働力人口， c：消費， g：資本成長率，ぁ：第j財の価格， ρ＝ρ1／ρ2：投資財と消費財の

相対価格比率， γ：利潤率， W ：貨幣賃金率， ωニ W/P2：実質賃金率， UJ：第j部門の稼働率， e1：第

j部門の雇用率， α：第1部門の粗マークアップ率， 2：第2部門の粗マークアップ率。

単純化のために国内経済においての実物体系に関する部門のみを想定し，貨幣市場は分析の対象外

とする。第1部門を投資財生産部門，第2部門を消費財生産部門とし，各部門を記号i,j =1,2によっ

て表す。投資財とは工業製品といった生産のみに投入される資本設備財として，消費財とは消費のみ

に当てられる賃金財として区分する。モデルは基本的に，価格方程式，数量方程式から構成されるが，

想定に応じて稼動率，雇用率関数，投資関数，貯蓄関数，価格決定式が加わることになる。

想定する経済の構造の概念図は，次のように表すことができる。この図1を敷街しておこう。投資

財部門は資本Kuを調達し，労働者L1を雇うことによって投資財X1を生産する。生産される投資財は，

単位あたりムの価格が付けられ， gの率で拡大する需要量を満たすように生産される必要がある。こ

の際，資本成長率gの決定に関して企業の投資決定態度が重要になってくるo消費財部門には資本K12

を調達し，労働者L2を雇用して消費財X三を生産する。消費財は単位あたり hの価格が付けられる。消

費財は生産に投入されないために K21=0,K戸＝Oとなる。労働供給は消費財を消費することによって

行われるが，雇用量は労働需要に応じて決まるものとする。各部門での生産によって所得が生み出さ

れ，賃金と利潤へと分配される。

次に，投入係数を定義する。資本の投入係数をぬj=K)X1で，労働の投入係数を l1ニ ］＼ら／X*1で定

義し，それぞれ技術的に所与とする。数量調整が可能である場合は，投入係数の実効率は稼働率と雇
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所得分配-4( 

図1 2部門経済の再生産構造（植村・磯谷・海老塚［1998],p.238を参考に作成）

用率の状態によって影響を受ける。そこでまず稼働率を，潜在的産出量に対する実際の産出量の比率

的 ＝XIXちと定義する。稼働率は需要の代理変数であり， I未満である状態は，需要制約が加わって

いる状態とみることができる。次に雇用率を，労働力人口に対する実際の雇用量の比率向ニL1／凡と

定義する。雇用率が1未満であれば失業が生じているものとみることができる。

ところで，数量調整か，あるいは価格調整かどちらが支配的になるかについては， 1.市場構造， 2.

経済活動の水準， 3.産業の相違，によって左右されると考えられている。植村・磯谷・海老塚［1998]

にしたがうと以下のように整理できる。競争的な市場構造の場合には価格調整が支配的であるが，逆

に寡占的な状態では企業が価格支配力をもつことによって価格は硬直的になり，数量調整が支配的に

なると考えられる。しかしながら，市場が寡占的であっても，経済の活動水準が不完全稼動状態にあ

るのか，完全稼動状態にあるのかによっても調整の方法は異なる。不完全稼動状態では稼働率による

数量調整が可能である。しかし，活動水準が高まることによって数量調整の余地がなくなれば，寡占

状態であっても価格調整に切り替わる可能性があるo

こういった調整のあり方に注意すると，ネオ・ケインジアンとカレツキアンのモデルは，それぞれ

次のような想定をおいていると考えられる。ネオ・ケインジアン・モデルは競争的な市場構造を想定

し，完全稼動水準にある経済を分析対象としている。そこでは，数量調整の可能な余地がなく主とし

て価格調整が支配的である。カレツキアン・モデルでは，寡占市場が想定され，経済活動の水準が停

滞している不完全稼動の状態の経済が分析対象とされている。寡占企業により価格が設定されること

になるが，不完全稼動で操業しているために数量調整が支配的になる。

2.2 価格体系と数量体系

ここでは，先に示した経済の再生産構造についての投入・産出のモデルを設定し，財市場の均衡条

件を導く。まず投入・産出の関係を，次のような表として示す。

投資財X1の生産のために第1列で示される資本と労働が投入される。両部門で需要される資本投

入量（第1行）がgの成長率で拡大利用されるように，投資財の生産がなされるものと仮定している。
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部門
産出量

1投資財 2消費財

部門 1投資財 （α11/u1)X1 （α1z/u2)X2 X1 
2消費財 。 。 X2 

雇用量 ( e1 /u1) l1X1 ( ez/u2) l2X2 

産出量 X1 X2 

表1 2部門経済モデルの投入・産出表

消費財の生産のためには，第2列で示される資本と労働が投入される。

生産への資本投入によって利潤率ァがもたらされ，第3行で示される雇用された労働には貨幣賃金

Wが支払われる。そして産出物は各部門で決定される価格あによって評価される。ここで注意すべきこ

とは，資本と労働の投入量は稼働率と雇用率に応じて変化するということである。

次に投入・産出の関係をもとにマクロ経済モデルを設定する。各部門の所得総額は利潤総額と賃金

総額に分配されるので，価格方程式は次のように示される。
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本稿のモデル分析では，消費財価格hを価値尺度とする。投入係数，相対価格，実質賃金を用いると

価格方程式は次のように表される。

p=fr!ん＋ω子l1,
UlιH  

l=J/!～＋ω手ゐ．
U2 U2 

(3) 

(4) 

次に経済の数量体系を定義する。投資財の産出量X1は資本成長率gで成長するので，投入係数を用

いれば次のように示される。

ぷ＝g（~x1十三戸） (5) 

消費財の需要については，単純化のために賃金は全て消費財に支出され，利潤からは一部分sが貯

蓄されるものとする。すると財市場の均衡は次のように導かれる。

ゆ1(_Q!!_ X1 +__qg_ X2）十W(__f]_liX1 ＋~l必）サ1X1+P必，（6)
¥ U1 U2 I ¥ U1 U2 I ’ 

(l-s)rP1( ~X1＋宏司＋ w（去凶＋乏凶）＝P2X2.
(6）式から（7）式を差し引いて，（5）式を用いて整理すれば，

(7) 

g=sγ (8) 

財市場の均衡条件として「ケンブリッジ方程式J(Pasinetti [197 4］）が導かれる。

本節ではマクロ経済モデルの基本となるフレームワークを定義した。分配と成長を決定する際に重
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要になるのは，「ケンブリッジ方程式」に示される資本成長率gの決定様式である。これを決定する独

立の投資関数と，所得変数に対して異なった貯蓄率をもっ貯蓄関数は，ポスト・ケインジアン・モデ

ルに共通する特徴である。次節では，ネオ・ケインジアンとカレツキアンの想定を加えることにより，

成長レジームを導出し，その需要形成パターンを明らかにする。

3 成長レジームと需要形成パターンの導出

3.1 分配と成長のネオ・ケインジアン・モデル

3.1.1 ネオ・ケインジアン・モデルの課題と想定

ネオ・ケインジアン・モデ、ルが課題としてきたことを整理しておこう。分配と成長のネオ・ケイン

ジアン・モデルの出発点、は， Kaldor[1955-6], Kaldor [1957], Robinson [1962］である。カルドア

やロビンソンが課題としたことは，短期静学的な議論にとどまっていたKeynes[1936］の理論を長期

理論に拡張すること（「一般理論の一般化」）であった。かれらがケインジアンの説明として強調する

ことは，投資を独立変数（あるいは独立の投資関数の設定）としてモデルを閉じることである（Sen

[1963］）。この関係を端的に表すのが「ケンブリッジ方程式Jの因果である。この式では，利潤と貯

蓄は投資決定の結果であり，その逆ではない。また，このモデルが課題としたことは，戦後の高成長

を特徴付ける「定型化された事実」（Kaldor[1978］）をケインズ理論に沿った形で説明するというこ

とであった。したがって，戦後資本主義経済における成長の勢いが強力であった（Kaldor[1957］）と

いうことを理由に，長期的に完全雇用，完全稼動の状態が仮定される。

ここで検討するモデルが，「ネオ・ケインジアン」モデルという名称で明確になってきたのは，青木

[1979］やMarglin[1984］による比較検討によるものと考えられる。これらの研究では，共通のモデ

ルの枠組みを用いながら，主要な分配変数の「閉じ方jに焦点を絞ることで，新古典派モデル，ネオ・

マルクシアン・モデル，ネオ・ケインジアン・モデルから得られる分配と成長の合意についての相違

が導き出されている。ネオ・ケインジアン・モデルが他のモデルと異なる点、は，利潤率と資本成長率

を関連付ける独立の投資関数を設定することである（青木［1979］）。かくして，完全稼動状態の想定，

価格変化による所得分配の調整，そして利潤原理に基づく投資関数，この3つはネオ・ケインジアン・

モデルの主要な特徴をなしている（Dutt[1990], Lavoie [1992], Stockhammer [2004］）。以下では，

これらの想定から導かれる合意をモデルを用いて明らかにしていこう。

3.1.2 ネオ・ケインジアン・モデルの設定

2節で定義したマクロ経済モデルにネオ・ケインジアンの設定を加える。まず，競争的な市場構造

と完全稼働かつ完全雇用状態にある経済を考える。したがって，稼働率uと雇用率eを完全として 1

とする。このとき，価格方程式は，（3）式と（4）式から次のようになる。

ρ＝γρα11 + wli, 

1＝γρa12+ wl2・

(9）式と（10）式からρを消去すると実質賃金率ωと利潤率γとの直接的な関係が導かれる。

(9) 

ω 
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w- l-ran 
ん（1+ 11ゆ）・

ω式は完全稼動状態においての賃金・利潤フロンティアを表す20 
同様に，消費量cと資本成長率gとの関係は次のように示される。

4
H
H
 

h
H
H
F
 

c- l-gαll 
ーん（1+ g/1¢）・ ）

 

n
d

・υ
’EE
A
 

’’E
，、、

正の実質賃金率と消費水準を保証するために次の条件が満たされるものと仮定する30 

(1 + 11ゆ）＞O かつ (1 + l1gゆ）＞O.

ここで導いた賃金・利潤フロンティァωと消費・成長フロンティア（13）は，その変数が相反する形状
をもつことが示される。その形状は資本集約度の大小関係を示す変数併に応じて異なる 40 通常，消費

財の生産に比べて，投資財を生産するほうが巨大な資本が必要とされると考えられるために，ゆくOと

仮定し原点に対して凹型のフロンティアを念頭におく。

以上から導かれたことは，利潤率rと資本成長率gとの関連をしめすケンブリッジ方程式（8），実質

賃金ωと利潤率γとの相反を表す（11）式と，資本成長率gと消費量cとの相反を表す（13）式である。しかし

ながらこの状態では，未知数はW, r, g, Cの4つであるが，方程式は3つしかないためにモデルは

自由度1の状態を保ったままである。次節では，ネオ・ケインジアンの理論にしたがってモデルを閉

じ，分配と成長の合意を導き出す。

3.1.3 長期均衡と利潤主導型成長のメカニズム

ネオ・ケインジアン・モデルは，先に定義した（8 )(11)(13）式に対して，次の投資関数が加えられる。

g=g（γ）， g(O) >O, gr >O. (14) 

g(O）の状態は，利潤率がゼロの時の自律投資決定を示している。これは，一般に投資が行われる条件

が望ましいほど高くなると考えられ，その場合には（r,g）平面においてのg切片は高くなるo b は，

利潤率 γについての g（γ）の導関数であり，利潤率に対する投資関数の感応性の程度を表す。その程度

2）ここでω式の右辺の分母について整理しておく。
ん十アU1a12-l2au）＝ん［山ん（TT)l u2) 

ω式の括弧の内部は，両部門の資本集約度（au/l；）の差を指し示しており，。としてまとめることにする。
←（ a12 au ι2ι1 一一一）＝一一－l2 l1 N与 N1・

3）所得分配と需要の構成が全く偏ってしまう状態として，実質賃金率（消費量）の上限と，利潤率（成長率）の上限は
1 1 斗ωω）式からそれぞれ， Cmax=CtJmax＝ー， gmax=rmax＝一ーである。目IJ者では所得が全て賃金へと回され需要は全て消費
t2 au 

からなり，後者では所得が全て利潤へと回され需要は全て投資からなる。この場合，経済の再生産は保証されない。

なお，消費cと資本成長率gとの関係式（13）の導出は，ここでは示さない。例えばDutt[1990］を参照のこと。
4）例えばω式に関して，実質賃金率と利潤率との関係を導くと次のようになる。

ヨ旦＝ -a12l1 z<O, 
or ［ん（1十rl1ゆ）］
a2w _ 2adU2ゆ
or2一［ん（1+ rl1¢)]3・

すなわち，実質賃金率と利潤率との関係，消費と成長率との関係は相反することが示される。相反する程度は資本集

約度の違いに依存する。第 1 部門が第 2音·~門に比べて資本集約度が高いケースではゆ＜ Oであり，原点に対して凹型の
フロンティアが導かれ，逆のケースでは原点に対して凸型のフロンティアが導かれる。そして，両部門の資本集約度が

等しい状態では，フロンティアは右下がりの直線として表される。
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が強いほど所望の投資関数によって表される g（γ）曲線の傾きは緩やかになる50 

財市場の均衡は，（8)(13）式から，

g（γ＊）＝sr* (15) 

である。この条件から利潤率と成長率が決まる。このモデルの均衡状態を図2において示そう。ここ

では，安定条件が満たされている限り，利潤率が成長率に対して積極的にプラスの効果が与えられる

成長レジームが形成されている。成長率を引き上げる要因は，利潤所得からの消費性向の上昇（貯蓄

性向の低下，これは節約の逆説とよばれる），自律投資需要の増加，利潤率に対して投資が強く反応す

ることである。そして賃金・利潤フロンティア（ID式から利潤所得の残余として実質賃金率が決定され

ることになる。均衡では利潤率と実質賃金率は相反するために，高い成長率は，結果として低い実質

賃金率に帰結することになる。

利潤主導型の成長メカニズムを明らかにするために，利潤率に対して投資が強く反応する場合をと

りあげる。投資収益についての企業の長期期待が改善すれば，利潤率に対する投資の感応性grは高く

なり，より積極的に投資を行うことがこの背景として考えられる。これは図3において， g（γ）の傾き

が緩やかになることで表される。新たな均衡点では，より高い利潤率と成長率の組み合わせ（ァ＊’，r’）
が得られ，賃金・利潤フロンティア上から実質賃金率は低下することが確かめられる（ω＊からd’へ）。

要約しよう。ネオ・ケインジアン・モデルでは，利潤率の上昇が投資需要を促し成長を牽引する。

投資の増加によって産出量が変化する余地はないために，財市場の均衡は価格によって調整される。

その結果，実質賃金率には低下圧力が加わる。したがって，高い利潤率こそ高い成長率を誘発するた

和j潤率（r)
! 

，T
一

4
 一

ω

一

t
E

’E
E

’B
E
E
E

省’Fω

－
 

r
1
4
 

金賃質実 ト成長率（g) 実質賃金（ω）
咽屯

利潤率（r)
g(r) 

ー成長率（g)

45’度
命
C 

45度

消費（c)

図2 ネオ・ケインジアン・モデルの均衡

f 

消費（c)

図3 利潤主導型成長のメカニズム

5）ネオ・ケインジアン・モデルでは，財市場での超過需要は相対価格の変化を通じた利潤率の変化により調整される。

形式的には，正の調整速度φを想定すると，次式にしたがった調整が行われる。
ジ＝φ［g（γ）－sr].

上付きドットは時間についての微小変化分を表すい＝dr/dt）。安定条件として次の条件を満たす必要がある。

1/;:＝φ［gγ一s]
したがつて，投資関数が利潤率の変化に対して反応する程度めは貯蓄関数が反応する程度sよりも小さいことが必要
とされる。本稿ではこの条件は満たされているものと仮定する。
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めに，ネオ・ケインジアン・モデルからは「利潤主導型成長レジームJが導出される60

3.2 分配と成長の力レツキアン・モデル

3.2.1 カレツキアン・モデルの課題と想定

カレツキアン・モデルは次の 3つの特徴をもっている（Lavoie[1995］）。 1点目は寡占企業により

価格設定がなされること， 2点目は経済活動の水準が停滞しており不完全稼動状態での操業が行われ

ること， 3点目は稼働率を含んだ投資関数が想定されていることである。この特徴の起源を探りなが

ら，カレツキアンが課題としてきたことを整理しておこう。

出発点はKalecki[1971］である。カレツキアンの3つの特徴のうち， 1点目と 2点目はカレツキの

視点、に由来するものである。カレツキは，資本設備の遊休による過剰生産能力や失業者の存在，そし

て競争は不完全なものであることを資本主義経済の典型的な特徴としてみていた（Kalecki[1971], 

訳p.138,160）。ところで，カレツキアンのフレームワークにおいて特に重要な拡張を行ったのはStein-

dl [1952］と考えられている（Mott[2002］）。本稿との関連では，シュタインドルが稼働率と投資活

動との関連を指摘していたことが重要である。利潤率に加え，稼働率を説明変数とした投資関数の想

定は， 3点目の特徴と合致するために，カレツキアン・モデルは「カレツキ・シュタインドル・アプ

ローチJ(Dutt [1990］）とも呼ばれ，成長レジームの導出に重要な役割を果たすことになる。しかし

当初，カレツキアンの系譜からは，成長というよりも，鍋島［2001］が指摘するように，経済の独占

化あるいは寡占化によって不可避的に停滞的傾向が現れるということが論じられてきた。

ひるがえって，カレツキに着想をえることで停滞的状況下の成長の可能性を解く理論として応用し

ているものにRowthorn[1981］が挙げられ， Lavoie[1992］，植村・磯谷・海老塚［1998],Taylor 

[2004］らの基本的な枠組みとなっている。 Rowthorn[1981］が説明したことは賃金主導型成長レジー

ムである。それによると，まず実質賃金率の上昇が労働者の需要を増加させる。この有効需要により

稼働率が上昇し，企業の投資活動を誘発する。そして，投資の上昇によって高い成長率が誘発され，

結果的に利潤率も上昇する。言い換えると，ネオ・ケインジアンが示したように低い実質賃金率は高

成長の結果ではなく，むしろ低成長の原因になるのである。実質賃金の低下（あるいは企業側に過度

に偏った利潤マージンの存在）が原因で低成長に陥るという理論は， Dutt[1984］やTaylor[1990] 

によって後進国経済の停滞を説明するものとしても応用されている。

次に導出するカレツキアン・モデルから，不完全稼動状態においては実質賃金率と利潤率が必ずし

も相反するわけではなく，高い実質賃金率と利潤率という所得分配の組み合わせが，高い成長率と両

立する可能性があることを示す。あわせて本稿では，成長過程において雇用率の決定を内生化するこ

とを試みる。その結果，雇用率の決定を分析することにより，賃金主導型成長下では雇用率の上昇も

同時に起こりうることを明らかにする。

6）この論理が正常に支配するための条件として，ネオ・ケインジアン・モデルでは所得分配の許容範囲が設けられる。
実質賃金率と利潤率の上限，下限を画する条件として，利潤率は企業家に対して再投資を促すほど十分で、あること，実
質賃金率は労働者が許容する最低値を下回らないことがそれである。前者の条件が満たされない場合は，g=Oとなり再
投資は停止する。後者の条件が満たされない場合は，実質賃金率の側から規定力が働くことで財市場の均衡が満たされ
ず，成長に制限が加わるというインフレーション・バリア（Robinson[1962］）のケースに当たる。
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3 . .2.:2 力レツキアン・モデルの設定

2節のマクロ経済モデ、ルに対して，カレツキアンの特徴を取り入れ，モデルの基本設定を行う。

まず，価格設定を定義する。カレツキアンの想定にそって，価格支配力をもっ企業によって，主要

費用に対してマークアップが上乗せされるものとする。主要費用は技術的に決まる単位労働賃金 Wん

のみとして，各部門で異なった粗マークアップ率がα，βで与えられているとき，各部門での価格は次

のように設定される。

ρ1＝αWli, 

ρ2=,8Wl2, 

α＞1, 

β＞L 

(16) 

(17) 

マークアップはグロス・タームで示しているのでαとβは1より大きいものと仮定する70 (16）式と的）式

によって，実質賃金率ωおよび相対価格比率ρは，次のように規定される。

1 
(J)= ' (18) ,8!2 

al1 ρ＝＿＿＿！＿. (19) 
3ん

これらが示していることは，両部門で等しい貨幣賃金Wの上昇は，価格を比例的に上昇させるのみで

あり，相対価格比率ρと実質賃金率ωに変化を与えないということである。相対価格比率ρと実質賃

金率 ωを変化させる要因は粗マークアップ率である。本稿では，粗マークアップ率3の低下による実

質賃金率ωの上昇効果に着目する （ow/o,8く0)80

次の特徴は需要制約の存在，言い換えると，経済は不完全稼動と不完全雇用を伴いながら生産を行

うことである。このとき，価格方程式は次式で示される。

伴
川

1＝必～十政手l2・
t品Z u2  

(20) 

(2U 

ケインジアンの立場では，雇用率向の決定は有効需要の結果として考える。労働供給はその上限ま

で一定の貨幣賃金のもと需要に応じて弾力的に供給されるものと仮定する。その上で，雇用率を稼働

率の従属変数として考え，次のような線形の関数として定義する。

e1 = 81u1, 

e2ニ 82U2・

・引
U
，

仙

川

町

向

げ

柚

向

υぃ

めは需要変化に対する雇用変化の感応性を表す正の変数である。めが大きいほど，需要変化に対して

流動的に雇用調整がなされ，めが小さいほど雇用調整は非流動的であるものと解釈できる。

さらに所望の投資関数として「カレツキ・シュタインドル型」の投資関数を定義する。

g= g(r, u1, u2), g(O, 0, 0) >O. －A
匂，
n
，b 
’’S
E

‘、

7)通常のマークアップ価格設定では，あ＝（l+ゐ）Wんという形でマークアップ率をゐを，単位労働コストに掛け合わせ
ることで設定される。本稿では表記の便宜上，（l+zJをグロス・タームα，βによって示している。
8）βの決定要因としては，実質賃金交渉力の程度や財市場の競争環境といった要因が挙げられる。交渉力が高まるほ

ど，そして競争環境が激しくなるほど， βの上昇は抑制される考えられる。本稿では，マークアップの決定についての

実証的な検討はできないが，現在，企業間競争が高まっている中，組合の交渉というよりも，経済の国際化を伴うかた

ちでの競争環境の変化がβの決定に関わっていると考えられる（例えば金尾［2001］を参照）。
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この投資関数の説明変数に関する偏微分係数は，次の符号をもつものとする。

gr>O, gu1>0, gu2>0. 

カレツキ・シュタインドル型の投資関数は，ネオ・ケインジアンと同様に利潤率と， g(O,0, 0）で表

される自律投資部分を説明変数としている。加えてそれは，各部門の需要動向を示す稼働率を説明変

数としてもつことを特徴としている。これは，有効需要の上昇は将来に予想される生産の増加を満た

すように投資に対してプラスに働くという効果を体現している。

3.2.3 長期均衡と賃金主導型成長のメカニズム

カレツキアン・モデルは，財市場の均衡（8）に加えて，（18)(19)(20)(2n(22)(23)(24）から構成される。未知数は人

ω，ρ，e1, e2, u1, u2, gの8つ，かつ方程式も 8つであり，システムはコンプリートである。これらの

式をもとに，分配と成長についての合意を導出する。

価格方程式（20)(21)に対して雇用率関数（22)(23）および実質賃金率ωと相対価格ωを代入することで，各部
門で利潤率は稼働率に連動することが導かれる。

戸［宅盆］去，

戸［宅金2_Jす去

(25) 

(26) 

ただし次の仮定をおく。

α＞ 81，β＞ 82・

すなわち雇用の感応性は大きすぎではならない。この制約が必要となるのは需要に対して雇用率が増

加しすぎると利潤シェアを圧縮させ，利潤率をマイナスにさせてしまうためである。

(25)(26）式から消費財の稼働率 U2は，次のように投資財の稼働率飢によって示すことができる。

紘一「並二位lM立 1. 

2-L (/3-82) J l2a11 1 、も，，，
n
，t
 

nv
’u
 

，，，‘‘、

。7）式は，両部門の需要形成関係を示している。ここで（訂）式で投資財部門の稼働率を所与とすれば，マー
クアップβの変化は消費財部門の稼働率に対して次のような影響を与える。

dU2 _I 81 －αl l1a12 ー／ハ
d/3 -uβ－82)2 J~ Ul "-.U. (28) 

したがって，消費財部門で、マークアップ3が低下することは，実質賃金率ωをひき上げ，消費財部門

の稼働率 U2の増加につながることが分かる。

財市場の均衡は，投資関数（24）とケンブリッジ方程式（8）から次のように決まる。

g(r, u1, u2)=sr. 

(25）式と（27）式を代入すると，次のように示される。

g［｛包ア｝• Ui, U1，昨お｝~·←防ヂ｝· U1. 、‘

．．
 
，，
 n3 

0
J
’u
 

’’zz
‘、

左辺は投資関数を，右辺は貯蓄関数を示している。このモデ、ルの均衡状態は図4にまとめられる。こ

こでは不完全稼動と不完全雇用の状態を考えているので，めく1かつめく1と仮定する。財市場の均衡



は（u1,g）平面で示される。貯蓄関数は原点を通る曲線として，投資関数はg(O,0, 0）を切片とする右

上がりの曲線としてそれぞれ措かれる。財市場の均衡から資本成長率gと投資財部門の稼動率仇が内

生的に決定される。その稼働率 U1に応じて，。7）式から消費財部門の稼働率 U2および利潤率 yが決ま

このとき実質賃金率d は側式に規定されている90 

カレツキアン・モデルでは，ネオ・ケインジアン・モデルと同じく，利潤率に投資が強く反応する

ほど，そして利潤からの消費性向が高いほど，成長率は高くなることが示される。しかし，実質賃金

の変化が成長に与える影響についてはネオ・ケインジアン・モデルとは異なった合意をもっている。

このことを図5を用いて説明しよう。
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賃金主導型成長のメカニズム

(18）式が示すように，消費財部門の稼働率 U2が実質賃金率を決定する変数βに依存している。マーク

アップの低下による実質賃金率の上昇は（ωペグ）へ）消費財部門の稼働率仇を高める。この需要の増

加が投資関数を通じて成長に対して好影響を与えるo(ui, g）平面に示すと，第2部門の稼働率の上昇

によって投資関数の傾きは大きくなる。新たな均衡点では投資財部門の稼働率と資本成長率は （uf',

g＊’）へと上昇し，利潤率もげ’へと上昇する。実質賃金の上昇による一連の効果から導かれた所得分配

変数を第3象限に表すと，実質賃金率，利潤率ともに上昇する状態が描かれる （Eから E＇へ）。さらに，

両部門で高まった稼働率により，労働需要は増加し，雇用率も両部門で上昇する （et',et，へ）。

図5カレツキアン・モデルの均衡図4

9）カレツキアン・モデルでは，財市場で超過需要が生じている場合，稼働率が上昇することによってギャップが解消さ
れる経路（数量調整）を考える。したがって，正の調整変数θとして

zt1＝θ［g（・） s（・）］
という調整様式に従う。この調整に従って安定的な稼働率の均衡値を達成するためにはdui/du1<0なので

dg/du1 < ds/du1 
すなわち，安定性のために，側式について稼働率に対する感応性は，貯蓄のほうが投資を上回ることを十分条件として加
えておく。これは「ケインジアン安定条件jとよばれる（Bhaduriand Marglin [1991］）。なお，投資関数の各説明変
数に関する 2階微分はOとおき，（u1,g）平面に描いたときに線形の関係を保つものとする。
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以上のことを要約しよう。実質賃金率の上昇は消費財部門の稼働率の上昇を引き起こす。消費財の

稼働率の上昇は資本成長率を誘発し，さらに投資財の需要へ波及する。これら需要の増加によって利

潤率も上昇する。稼働率の上昇を通じて，実質賃金率と共に利潤率も上昇することが可能になるため，

所得分配についてトレード・オフは必ずしも生じない。雇用が需要に過剰に反応しないという制約が

加わるが，需要の増加によってさらに雇用率も高まるというメカニズムは，ケインズ的な結論といえ

る。雇用率を内生化した場合でも，カレツキアン・モデルからは「賃金主導型成長レジーム」が導出

され，そこでは実質賃金の上昇こそ高い成長をもたらす。

3.3 成長レジームにおける需要形成パターン

前節までに，ネオ・ケインジアン・モデルからは「利潤主導型成長」を，カレツキアン・モデルか

らは「賃金主導型成長」を導出してきた。このように成長レジームには2つの類型があり，一意的な

ものではない。これまでの議論から明らかなように，成長レジームの相違を生み出す分水嶺となるの

は，有効需要（稼働率）の水準である。ネオ・ケインジアンが「定型化された事実」（カルドア）とい

う戦後の歴史的傾向を背景に，完全稼動状態で操業する経済を想定していたのに対して，カレツキア

ンは有効需要が不足している状況（停滞）として不完全稼働状態にも注目してきた。停滞状況では利

潤の増加から投資需要が形成される経路のみならず，賃金所得への分配から生まれる有効需要の増加

が投資を促す需要形成パターンが提起されるのである。

ここでは，先に導出した成長レジームの特徴をより明確に示すために，需要形成パターンを整理す

る。需要形成ノfターンという用語を，所得分配がどの需要（稼働率）に結びつき，どのように需要変

数の変化が波及していくのかということを意味するものとして用いる。そのために，植村・磯谷・海

老塚［1998］に倣った図によって整理することが好ましい。以下に示す図では，もとのモデルで定義

した関数に規定される効果を直接的効果とよび実線で示している。そして，モデルを解き比較静学分

析を行ったときに影響が及ぼされていく経路を間接的効果として破線で示している。

まず，図6に示される利潤主導型の成長レジームである。稼働率および雇用率は完全としているの

で，稼働率は分配と成長に影響を及ぼさない。資本成長率を規定するものは投資関数とケンブリッジ

方程式である。利潤主導型の成長レジームでは成長率は利潤率によって誘発されていく。この過程を

媒介するものは，貨幣賃金を所与として起こる価格調整である。需要の状態は所与なので，このモデ

ルではもし投資と貯蓄のギャップ（超過需要）が生じると，価格の変化によって所得分配の変化が引

き起こされる。そして，所得に関して異なった貯蓄性向のもと，投資に等しくなるように総貯蓄が変

化し財市場の均衡が達成される。この成長レジームでは，独立の投資関数の設定というケインジアン

の特徴を維持しながらも，完全稼動としているために，需要形成ノfターンは明示的に現れない。

次にカレツキアンの描く経済についての需要形成ノfターンを検討しよう。これは図7に示される。

出発点は，消費財部門の粗マークアップ率の低下によって引き起こされる実質賃金率の上昇である。

上昇した実質賃金は消費財への支出に回るために消費需要が高まる。次に，その消費需要の増加が資

本成長率を誘発する。誘発された成長率の上昇を通じて投資需要と成長率の相互促進関係が生まれ財

市場の均衡が達成されていく。上昇した稼働率によって利潤率も上昇し，成長率と相互に誘発しあう。
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；弓至~， d垣~
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図6 利潤主導型成長での需要形成パターン
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図7 賃金主導型成長で、の需要形成ノfターン

以上は財市場において有効需要の形成メカニズムを示している。さらにここで高まった稼働率によっ

て，労働市場において雇用率が増加するというケインズ的な論理が示される。

カレツキアン・モデルでは，超過需要は数量の変化によって解消され，財市場の均衡が達成される。

そこで，所得分配が需要項目に与える影響が重要になってくる。本節で提示した 2部門モデルによる

と，賃金主導型成長では実質賃金率の上昇と消費需要の上昇との関連が決定的に重要である。さらに

賃金主導型成長がうまく達成されるよう需要が波及していくためには，資本成長率を決定する投資関

数が，十分に消費需要に反応するということが必要となってくる。もし，消費需要の変化に対して投

資が反応しないのであれば（すなわち guz=Oならば），実質賃金率の増加は，消費財部門の稼働率と雇

用率を高めることはできても，成長率の上昇や投資財部門での雇用の増加には寄与しない。その場合，

需要の波及効果は限られたものになってしまう。

カレツキアン・モデルを 2部門に拡張することで，実質賃金からの消費需要が投資需要を誘発とい
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う需要形成パターンが存在し，成長を牽引するという局面をうまく描写することが出来る。ここで得

られた含意をもとにして，成長にとってどのような所得分配が好ましいのかという当初の問題に立ち

戻るならば，不完全稼動状態では実質賃金が高いことは成長にとって好ましいということがいえる。

したがって，池田［2004］が主張するように，賃金所得分配の改善は消費需要を中心にして下支えし

たということは，十分に理論的根拠をもったものである。 2部門に区分した上で，需要形成パターン

に注目して整理すると賃金主導型成長は，消費需要の上昇効果を原動力とする成長ともいえる側面を

もっていることが明らかになるのである。

4 むすび

本稿では，ポスト・ケインジアンの分配と成長のモデルを2部門に拡張した理論分析を行ってきた。

本稿の要約と残された課題を述べてむすびとしたい。

まず2節では，想定する経済の再生産過程を投入・産出表を用いて定義し，理論分析のためのマク

ロ経済モデ、ノレを導いたo 次に 3節ではこのマクロ経済モデルに対して，ネオ・ケインジアンの想定と

カレツキアンの想定を加え，図式を用いた比較静学によって長期均衡の性質を考察し，それぞれのモ

デルから分配と成長についての合意を導いた。ネオ・ケインジアン・モデルからは利潤主導型成長レ

ジーム，つまり高い成長率を達成するために利潤への所得分配が必要という合意が導かれる。それに

対して，カレツキアン・モデルからは，賃金主導型成長レジーム，つまり賃金所得への分配が成長を

促すという合意が導かれる。本稿では， 2部門モデルを用いることによって，消費需要が投資需要へ

と波及していき，成長が促進されるという需要形成パターンを明らかにした。加えて有効需要に応じ

て雇用率が決まるようにモデルを修正することで，賃金主導型成長のもとでは有効需要の増加により

雇用の増加がもたらされるということを明らかにした。

この分析からいえることは，賃金主導型成長においては，実質賃金の上昇と消費需要の上昇との結

びつきが成長の原動力になっているということである。賃金上昇が消費を促し，さらに資本蓄積が加

速するならば，投資需要への波及効果が生じ，両部門で雇用率を高めることが出来るのである。文頭

に示した主張の相違について言及するならば，橋本［2002］の主張を批判する池田［2004］の根拠，

つまり賃金が消費需要につながることで成長を下支えするということは十分あるといえる。賃金主導

型成長レジームでは，逆にいってみれば，実質賃金の切り下げは需要に対してマイナスの効果をもた

らす。財市場での需要の低下は労働市場での雇用量の低下を招く可能性がある。

ところで，本稿でとった雇用率の決定を純粋に有効需要の従属変数とする仮定はケインジアン的で

あるといえるが，この仮定は厳しいものであるかもしれない。例えば，雇用率の高まりは労働者の交

渉力へ影響を及ぼし，実質賃金への上昇圧力が生じると考えられる。本稿では労働市場での雇用変化

を通じておこる所得分配の変化によって，財市場の状態に変化が生じる可能性については言及できて

いないことを断っておかなければならない。

最後に本稿に残された課題について述べておく。本稿ではモデル分析を分配と成長の議論に絞って

行ってきた。現在ポスト・ケインジアンの成長理論の課題として注目されているものに，技術進歩の
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役割と資金調達の形態の分析が挙げられる。

技術進歩について，分析課題の背景をなしているのは， 80年代以降，主流派経済学において経済成

長を決定する要因として技術進歩の役割が積極的に分析されてきたという事実である。これに対して

ポスト・ケインジアンの立場から成長に対する技術進歩の影響を理論分析によって明らかにすること

が課題とされている（Palley[1996], Salvadori [2003］）。この課題において，おそらくポスト・ケイ

ンジアンにとって重要になることは，技術進歩がもたらす効果が経済の供給能力を強めるということ

ではなく， Yoshikawa[2000］が指摘するように，どのような形で有効需要の増加に寄与するのかと

いうこと，そして成長レジームを規定するのかということを明らかにすることであろう。後者につい

て，成長レジームの動態に対するポスト・ケインジアン・アプローチとして興味深いものにYou[1994] 

が挙げられる。そこでは資本集約化を起こす技術進歩が起こると，資本成長率の安定性が変化し，賃

金主導型と利潤主導型の成長レジームの聞に転換が生じることが説明されている。技術進歩は所得分

配と需要形成ノfターンを変化させることで成長レジームの決定要因になるのである。

また，資金調達の形態という金融的側面の成長に対する影響が問題とされるのは，ポスト・ケイン

ジアンの理論が本来，貨幣的生産の理論を重視するものであるため，また実際に経済においての金融

活動が高まり，資金の利用可能性が成長を牽引する投資需要に対して大きな規定要因となるためであ

る。そして金融面を分析視野に入れることで新たに示されているのが，負債主導型や債務負担型といっ

た新しい成長レジームである（Taylor[2004］）。

これらの研究からは，本稿で示したカレツキアン・モデルニ不完全稼動＝賃金主導型成長，という

論理が成り立たないケース，つまりは不完全稼動状態であっても利潤主導型の成長，あるいは資金調

達形態に主導されるという多様な成長レジームが描かれている。ポスト・ケインジアンの理論の到達

点を確認する作業をかねて，本稿に続く課題として，それぞれの成長レジームがどういった経済的な

要因に規定されて生じるのかということを明らかにする必要があると考えている。
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